別記様式９号

	実施年度
	平成　　年度

	継続事業の場合
	開始年度
	平成　　年度

	
	最終予定年度
	平成　　年度


農村コミュニティ再生・活性化事業評価結果報告書
事業実施主体名：　　　　　　　　　　　　　　
都道府県・市町村名：　　　　　　　　　　　　　　
地区名：　　　　　　　　　　　　　　
（注）必要に応じ関係資料を添付すること。
第１　事業総括表

	
	全体実施事項
	平成　　年度
	平成　　年度
	平成　　年度

	取組概要
	
	
	
	

	
	主要事業内容
	金額
	主要事業内容
	金額
	主要事業内容
	金額
	主要事業内容
	金額

	都市から農村への定住等の促進
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	地域産業との連携の推進
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	合計
	
	合計
	
	合計
	

	財源内訳
	国庫補助金
	
	国庫補助金
	
	国庫補助金
	
	国庫補助金
	

	
	自己資金
	
	自己資金
	
	自己資金
	
	自己資金
	

	
	その他
	
	その他
	
	その他
	
	その他
	


（注）単年度事業の場合は、別記様式８号の事業総括表に準じて作成すること。
第２　事業の実施方針

事業実施主体及び関係団体による近年の地域活性化の取組の概要、事業実施の必要性及び事業の実施目的（期待される事業効果）等について、簡潔に記述すること。

	


（注）初年度の事業計画書から転記するとともに、内容に変更があった場合は、その旨注記すること。

第３　事業実施主体の概要

	実施主体の名称
	代表者氏名
	所在地

	
	
	

	設立年月日
	実施主体の構成

	
	


第４　事業実施結果詳細表
１．農山漁村のコミュニティの再生・活性化に向けた全体計画

	〔目標年度〕平成　　年度
	

	


（注）事業計画書から転記すること（内容に変更があった場合は、その旨注記すること。）
２．事業の目標及び手段

	〔目標〕

	〔手段〕


（注）目標は、事業年度ごとに事業計画書に記載した目標について記載し、あわせてその達成度を記述すること。また、手段については、実際に行った事業内容を簡潔に記載するとともに、計画時点からの主たる変更点等を記載すること。
３．事業効果及び事業の自己評価
	


（注）本事業の実施により得られた効果を記述すること。定量的に記述可能な効果は、可能な限り定量的な記述を行うとともに、事業の実施により新たに行われるようになった取組や地域連携活動等についても記述すること。
その上で、事業実施中及びその後の農山漁村のコミュニティの状況を事業実施前と比較すること等により、農山漁村のコミュニティ再生・活性化の状況について記載し、事業実施主体としての事業評価を記述すること。

また、事業実施前には予見できなかった状況の変化や、事業を実施することによって明らかになった課題点等があれば、あわせて記述すること。

４．今後の農産漁村のコミュニティ再生・活性化の取組方針
	


（注）事業実施主体その他地域の活動主体が、今後地域の農村コミュニティ再生・活性化に向けて、どのような取組を行っていく予定であるか、その取組方針を記述すること。
５．事業のモデル図（「都市から農村への定住等の促進」のみ実施する場合は省略可）


（注）本事業で実施した事業モデルについて簡潔に記載すること。






